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１ 計画策定の趣旨 

２ 計画の特徴 

 
 
 
 
 
 

 

 

福島第一原発事故を踏まえ、広域的な対応を必要とする原子力災害においては、

各市町村や国、県などが連携し、迅速な災害対応にあたることが最も重要である。

そのために、これまで研究会は実効性のある避難計画について検討を重ねてきた。 

この度の『実効性のある避難計画（暫定版）』については、本年 2 月に県とのワ

ーキンググループが作成した「実効性のある避難計画（報告）」を基に、事故の教

訓や知見を最大限に活かしながら、「避難・屋内退避・避難者受入に対する共通の

考え方」を整理し取りまとめたものである。 

なお、現在、各市町村は地域防災計画等の速やかな策定を求められていること

から、現時点で整理できる最大限の内容をもって暫定版としたものである。 
 
 

 （１）行動フロー  

○ 刻々と変化する事態に市町村と関係団体（国、県、東電等）が連携し、迅速

な対応を実施するため、『行動フロー』を作成した。 

 （２）本編      

○「事態の把握及び対応」、「避難・屋内退避の実施」、「長期避難と復興」から構成 

⇒ 要援護者等の避難先として、福島からの避難者受入で実績を持つ新潟県

旅館ホテル組合などの民間施設を、選択肢の一つとした。〔p.38〕 

⇒ 自家用車による避難を前提とした。〔p.42〕 

⇒ 要援護者名簿が活用できるよう、平時から要援護者の状況把握に努める

ものとした。〔p.54〕 

⇒ 東電との安全協定・通報連絡協定等を活用した情報収集体制を構築する

ものとした。〔p.57〕 

⇒ 避難者と受入市町村のパイプ役として、避難する市町村の職員を受入市

町村に配置するものとした。〔p.60〕 
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○ 市町村の対応の根拠となる国及び県の計画等の抜粋も挿入した。 

○ 市町村で対応することが難しい広域調整等については、県への要請事項とし

て整理した。 

 （３）資料編    

○ 風向きや放射線量等の情報（SPEEDI など）に基づく段階的な避難や屋内退避

を実行できるように、原発の中心から 50 ㎞圏内を 5km ごと 32 方位ごとにメッ

シュ分割した共通地図を作成した。〔資料№Ⅰ－１〕 

○ メッシュに基づき、PAZ、UPZ、PPA の市町村別のエリア内人口を把握した。 

〔資料№Ⅰ－２〕 

○ 民間事業者が所有するバスの台数、輸送能力（人）を、所在地別に整理した。

〔資料№Ⅰ－３〕 

○ SPEEDIの16方位のうち陸域10方位について避難パターンを作成した。また、

避難する方面は、風向きに応じて「新潟･村上」「湯沢･魚沼」「糸魚川･妙高」「佐

渡･粟島」の 4つとした。 

PPA・PPA 超市町村は避難者受入を担当する。各市町村の避難所の位置、受入可

能な施設数、収容数を地図に明記した。〔資料№Ⅱ－１、Ⅱ－２、Ⅱ－３〕 

○ 10 方位のパターンごとに、「避難者数」や「避難方面」、「避難先収容数」な

どを整理し、パターン別対応一覧表を作成した。〔資料№Ⅱ－４〕 

※ 南西方面への風向きの 2 パターン（パターン 9、10）については、糸魚川･

妙高方面の避難先収容数に不足があり、県外避難も含めた検討が必要である。 

【参考：各方面における最大避難パターンの状況】 

避難方面 
  

新潟･村上 湯沢･魚沼 糸魚川･妙高 佐渡･粟島 

最多避難者数 A 
【ﾊﾟﾀｰﾝ 4】 
18.57 万人   

【ﾊﾟﾀｰﾝ 6】 
4.35 万人  

【ﾊﾟﾀｰﾝ 9】 
5.32 万人   

 
0 万人  

避難先収容数 B 

（収容可能率 B/A） 

 26.5 万人 

（140％） 

  4.5 万人 

（100％） 

4.1 万人  

（75％） 

5.5 万人 

 

上記+民間宿泊施設 C 

（収容可能率 C/A） 

 27.8 万人

（150％）  

  9.3 万人

（210％）

5.2 万人  

（95％） 

6.0 万人 
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３ 今後について 

 

 

○ 各市町村は、本計画を活かしながら地域防災計画や資料等の作成を進め、防

災対策の強化に努める。 

○ 避難先のマッチングなど全県的な広域調整などは、引き続き県へその推進をお

願いしていく。 

・ この度の避難パターンを基に一歩進め、県内のマッチングや、収容不足に対

応する他県とのマッチング調整。 

・ 速やかな避難を行うため、バス・鉄道・船舶等の避難手段や高速道路等の避

難路などについて関係機関との調整。  

・ 県が配備を計画する安定ヨウ素剤の速やかな配備や、服用方法等を定めたマ

ニュアル等の作成。 

など 

 


